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2023 年 1 月 17 日 

一般社団法人 投資信託協会 

【2022 年 投資信託に関する調査】 

20 代・30 代の積立投資率は 8 割程度と高い。20 代が伸長。 

一般社団法人投資信託協会（所在地：東京都中央区日本橋兜町 2－1、会長：松谷博司）

は、今後の投資信託の利用拡大及び普及啓発に役立てることを目的として、全国の 20 歳～79 歳の

男女個人を対象に、投資信託の保有実態・意識について調査しました。 

調査結果の全体概要 

【投資信託の保有状況】 

●投資信託の現在保有層において、20 代・30 代の積立投資率は 8 割程度と高い。中でも 20 代

は年々上昇し、2020 年からは 10 ポイント近く増加。（報告書 P.10） 

●投資信託の保有口座については、NISA 口座は 38.1%（前年比 3.0%増）と、全世代で前回

よりも増加した。また、つみたて NISA は 32.0%（前年比 3.2%減）と、前回よりも減少するもの

の、20 代・30 代においては前回よりも増加した。（報告書 P.8） 

●保有している投資信託の種類については、「外国株式投資信託」が 46.7%（前年比 7.2%減）

と昨年度よりも減少するものの最も高く、次いで、「国内株式投資信託」は 45.3%（前年比

4.9%減）で、2019 年以降では低下傾向が続く。（報告書 P.9） 

【投資信託の購入意識】 

●投資信託の購入目的については、「老後の生活資金」が 54.6％と最も高く、2019 年以降で上昇

傾向が続く。また、年代別で見ると 20 代の増加率は最も高い。（報告書 P.11） 

●投資信託の非購入理由については、「投資の知識がないので」が 51.4%で最も多い。また、「元本

保証がない」は 20.9%で年代が下がるほど低くなる傾向となっており、若い世代ほどリスク許容度は

高いと考えられる。（報告書 P.12） 

●投資信託購入検討のきっかけについては、「保有しているポイントで投資／運用ができるなら」が

27.0%で、前回に引き続き、最も多い。（報告書 P.12） 

【金融教育】 

●金融教育の経験については、金融教育への接触経験がある割合は若年層で高く、勤務先や学校

教育を通じて金融教育が徐々に浸透している様子がうかがえる。（報告書 P.13） 

 
    



 

調査結果の主な特徴 

今回の調査結果の主な特徴として、以下の３点が挙げられます。 

① 20 代・30 代の積立投資率は 8 割程度と高い。20 代が伸長 

② 購入検討のきっかけとして「ポイント投資」が昨年度に引き続き最多 

③ 金融教育が若年層に徐々に浸透 

① 20 代・30 代の積立投資率は 8 割程度と高い。20 代が伸長 

投資信託の現在保有層において、20 代・30 代の積立投資率は 8 割程度と高い利用率になってい

ます。特に 20 代の利用率は、この３年間で年々上昇し、2020 年からは 10 ポイント近く増加していま

す。また、つみたて NISA は 20 代・30 代で利用率が他世代に比べて高く。特に 20 代では、個人型確

定拠出年金(iDeCo)と企業型確定拠出年金(DC)の利用率も前回より増加しており、若年層で積立

投資への意識が高まっている様子がうかがえます。 

投資信託の積立投資の利用状況 

(対象者:投資信託の現在保有層／Q18／報告書 P.10、36、37) 
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② 購入検討のきっかけとして「ポイント投資」が昨年度に引き続き最多 

投資信託の保有未経験層において、購入検討のきっかけは「保有しているポイントで投資／運用がで

きるなら」の割合が、前回に引き続き最も高くなっています。また、若年層ほど、この割合が高く 20 代・30

代では 30％を超えています。「ポイント投資」は、現金を使った投資よりも心理的なハードルが低いと考え

られ、特に投資信託の保有経験のない若年層にとっては、投資信託の購入を検討する入口となりそうで

す。 

投資信託購入検討のきっかけ 

(対象者:投資信託の保有未経験層／Q27／報告書 P.12、65)  

 

※16 項目中、上位 10 項目を掲載  ※「-」は当該年度に聴取無しの項目 
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投資信託の保有口座 

 (対象者:投資信託の現在保有層／Q3／報告書 P.8、30、31) 



 

③ 金融教育が若年層に徐々に浸透 

調査対象者全体では、何らかの金融教育に接触した経験がある割合は 28.1％で、20 代では 37.

３％、30 代では 31.1％と、20 代・30 代では他の年代に比べて、割合が高くなっています。 

 中でも「勤め先の企業での確定拠出年金の導入/継続/教育」の割合は、20 代・30 代で高い傾向に

あります。また、20 代は「高校や大学での講義」（15.4％）も他の年代に比べて割合が高く、学校や

職場での教育を通じて、金融教育が徐々に浸透している様子がうかがえます。 

金融教育の経験 

(対象者:全数ベース／Q29①／報告書 P.13、85) 
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＜お問い合わせ先＞ 一般社団法人 投資信託協会  広報部 広報企画室 

TEL：03-5614-8406   MAIL：jita-kouhou@toushin.or.jp 

調査概要 

・本調査について： 

長年にわたって、投資信託の保有状況等の実態、投資信託保有未経験者の意識等を定期的に 

調査しています。 

・調査期間：2022 年 9 月 14 日（水）～ 9 月 21 日（水） 

・調査方法：インターネット調査 

・調査地域：全国 

・対象者：20 歳～79 歳の男女個人 

・サンプル数：総計 20,000 サンプル （日本の人口構成比に合わせて回収） 

本調査のほか、本会では NISA 制度や確定拠出年金制度に関する実態把握を目的とした「NISA、

iDeCo 等制度に関する調査」やシニア層を中心に投資実態・マインドを把握し、老後の生活満足度の

向上に繋がる資産運用・投資信託の活用を目的とした「シニア調査」を行っています。 

掲載 URL：https:/www.toushin.or.jp/statistics/report/research/ 

一般社団法人投資信託協会について 

・名称：一般社団法人投資信託協会 

・所在地：東京都中央区日本橋兜町 2－1 

・会長：松谷博司 

・設立：1957 年７月 

・事業内容：自主規制業務、各種制度改正の建議、投資信託等に関する啓発・普及活動など 

・ホームぺージ：https://www.toushin.or.jp/ 

https://www.toushin.or.jp/statistics/report/research/

